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1企 業系列化の動 向
亭
最近,わ が国の経済界が,漸次,正常化の道をたどるに ともない,資 本主義当
然の常道 として,産 業の再編成への機運がみ られ,企 業の間には,規 模の大小
をとわず,緊 密な結合関係をつ くろ うとしてい るものが少 くない。 とくに近時
における 「技術革新」の進展は,大 企業の間に,そ の集申化を促すと同時に,
これ と関連する申小企業に対 して も,そ の近代化や組織化 を求めてい るようで
ある。かの経済憲法といわれ る 「独占禁止法」に対 し,去 る昭和28年の改正を
上回 る大幅な制限緩和をおこない,広 範囲に カルテルの結成を認めるため,昨
年秋の臨時国会にその改正要綱案の提出が準備 されたのは周 知 の こ とで あ る
が,こ れは前者の動向を示す一例 とみ られ るし,ま た大企業が申小規模の工場
や商店をその生産過程や販売組織の内にいれて,部 分晶の下請製造や製品の代
理販売をな さしめてい るのは,後 者の傾向を物語 る実例 とい うことが で きよ
う。 このように,今 日,技術の飛躍的な進歩 とこれの当然の帰結 とせ られ る市
場の拡大化によ り,大企業相互の間には協力,提 携の関係が生 じ,種 々の組織
化がはか られていると同時に,ま た大企業 と申小企業 との間に も,密 接な取引
関係や支配関係などが生れ,い わゆる 「企業の系列化」の動向があ らわれて き
ているのである。
ところで,「 企業の系列化」 とい う言葉は,今 日,そ れが広 く使われてい る
割合に,意 味す るところは必ずしも明確でないようである。 それは,定 義づけ
が拙い とい うよ りも,実態 となる諸関係が甚だ複雑で,一一つの型にはめ込む こ
とので きないほどであることに も因っている。 この言葉がわが国で初めて使わ
れたのは,か の第二次世界大戦の頃(昭和18年),工作機械などの大量生産 をお
こな うため,大 企業の もとに多 くの申小企業を従属 させて,い わゆ る 「企業集
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団」 をつ くった ときの よ うで あって,す なわ ち,そ の際,責 任ユ揚(親 工場)と
協 力工場(下 請工場)と の結合組織を 「企業系列」 とよんだの で ある。また戦後
においては,朝 鮮動乱後の不況期に一般化 してお り,藤 田 教 授 の 所 説 の とお
り,「 朝鮮動乱終熔 の翌年すなわ ち27年の初頭頃 か ら企業 系 列 な る言 葉 が 業
界 ・ジヤーナ リズ ム等 の面 で漸 く愛用せ られ」 たので あ る(藤 田敬三 「日本産業
における企業系列j大 阪市立大学商学部 『経営研究』第29号,昭和32年7月刊,pp.1-
6.参照)。た とえば,中 小 企業庁指 導部 は昭和幻年7月,「 機械器具工業系列
診断要領 」な る もの を刊行 し,こ れに もとづ き親工場 とその関 連 工 場(下 請工
場)群 を含む 企業系列の診断を実施 したので あ るが,こ れ らは,こ の言葉 が 広
く使 われだ した一例で あ り,ま たそれの普及 に も役立 ってい るので ある。 とも
あれ,以 上の よ うな場合,「 企業系列」 とは,大 メーカーや大商社が優良な中
小工場 に一定の賃仕事 をな さしめ,ま た申小商社 を専属の特 約店 や代理店 とし
て製品 を販売 させ るため,結 合 してつ くつた組織 を指 レてい るが,な ぜ,そ れ
がつ くられ るのか,次 に意義を考 えてみ よ う。
もともと二つ以上の企業や経営体 が或 る意 図の もとに,な ん らかの組織 をつ
くって共同の行為 をす ることは,そ の社会性 か らみて,至 極,当 然の こととせ
られ る。況 して それが経 済 目的の達成 とい う切実 な要求 に お い て 一 致 す る以
上,強 固な結合 をす るのは理の当然 とい えよ う。た とえば,同 種,類 似 または
関連 のある諸 企業が横断 的(水 平 的)に,ま た縦断的(垂 直的)に,さ らに多
面 的に結合 して,相 互間の競争をやめ,市 場 の支配 や独 占をお こない,も って
利潤の獲得 をはか るところの 「カル テル」 「トラス ト」 「コンツ ェル ン」 … 一
な どは,従 来 もみ られ た ところの顕著な もの としてあげ られ る。 また多数の中
小企業が商業 ・工業 の協 同組合 をつ くるの も,共 同事業を営む ための もので あ
るとい え る。資本主 義の高度に発達 した ところで は,市 場の支配や独 占をお こ
な うため,「 企業集中」の方 法が最 も敷果 的な もので あ るのはい うまで もない
が,今 日のわが国では 「独 占禁止法」の規定に よって,原 則上,認 め られてい
ない。 しか し,一 部,「 不況 カル テル」や 「合理化 カル テル」「貿易 カル テル」
が許 され,し か も制 限緩和の方 向に進んでい ることは,上 に述べ た とお りで あ
る。 また行政官庁 の指導 に もとづ き,い わゆ る 「勧 告操業」がお こなわれて,
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競争回避 カル テル と同様の敷果をあげてい るものが少なか らずみ られる。 さら
に中小企業の場合にあって も,かの 「申小企業団体法」(昭和32年11月25日公布、
同33年4月1日施行)に よ り,一定の条件のぞなわった場合,生 産数量の制限や
価格の協定などの調整事業ので きる 「商工組合」の設立が認め られてい る。 と
ころで,カ ルテル とい うよ うな法認の結合組織ではないけれども,同 様の意図
を もって大企業が相互に協力し合 う組織 をつ くり,資本的に,技 術的に提携 し
てい くものが,今 日,か な りみ られ る。近頃のよ うに,技 術 の進 歩 が著 るし
く,設備投資の増大化がみ られて,い くら巨大企業 といって も単独の資力や能
力に限界が知 られて きた際,こ のような組織が多 くなるのは避 け難いことで あ
ろ う。同様のことは大企業と中小企業 との間に もつ くられ て き,原 材料 の供
給,生 産上の技術指導,下 請加工の発注,金 融,製 品の販売などの機能を もっ
て,両 者の業務上の相互補完を果している。 もちろん,従 来 とて もた とえば
「下請制」でみ られ るとお り,そのような組織がなかったわけではないが,し
か し,今 日の 「企業の系列化」にあっては,た とえ中小企業が大企業の支配下
にあるとして も,嘗 ての下請制の場合のよ うにいつ も不利な立場におかれてい
るとはかぎ らず,系 列内の企業 となることによ り,経 営の安定をみてい ること
が多いのである。
なお,一 般に 「系列」は,本 質的に大企業(独 占企業)に よる申小企業の支
配組織 とみ られてい るが,も し 「支配」 とい う言葉を経営者の任免や資本運用
の指図の意味に解す るな らば,中 小企業は,相 当,強 い統制に服することとな
る。しかし,こ こではそのような強い統制に限 ることな く,た とえば資金融通
の斡旋や技術面の指導,販 売増進の援助 などによる結合組織 も,そこに系列化
が存するもの とみたいのであって,む しろこの方が現状に則しているよ うに思
われ るので ある。
皿 販売組織の系列化
大企業と中小企業 との結合による系列化において,前 者が大メーカーで,後
者が申小商社の場合,そ こに 「販売組織の系列化」が実現す る。いわゆる 「産
業資本による商社の系列化」である。 大 メーカーは販路の維持やその拡張をは
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か るため,各 地の中小商社 を専属の販売代理店 とす るな どは,そ の多い一例 で
あるが,こ の場合,実 質 的には メーカーの販売部 門が 各 地 に 設 け られ て,直
接,需 要者 と結 びつ くこととな り,製 品 の生産 か ら販売にいた る過程 を掌握す
るよ うにな る。何故 に この よ うな 「系列化」が大 メー カーによってつ くられ る
か。 それは前項に も述べ た とお り,み ずか らの手によつて製品 の 販 路 を 確 保
し,支 配 せん としてい るために ほかな らない。 しか し,そ れが別個の経 営体で
あ る中小商社 と結合 す るについては,販 売経営上,相 当の理 由があ るに相違 な
い。換言 すれば,大 メーカーが中小商社の所在地 に支店,分 店,出 張所 な どを
設 け るこ とな く,ま った く申小商社 の販売経営に依存 してい るのは,そ の方 が
有利で あるか らに ほかな らない。い ま,そ の理 由 を もう少 し詳 し く考 えてみよ
う。
一般に現代 を称 して 「マ 一ー.ケテ ィン グ 時 代 」("MarketingAge")とよん
でい るこ とか らも知 られ るとお り,今 日,企 業経営の重点が,商 品の生産 よ り
もその販売(配 給)に おかれてい るこ とは,生 産 を合理化 レて コス トの低下 を
はか り,良 質廉価 の商品 を市場 に提供す ると同時に一 …と きに は そ れ 以 上 に
一一 販売 の合理 化をはか るこ とが きわめて重要 とな ってい る。 そのため,他 企
業 との競 争に打勝 って,販 路の拡張 や販売の増進 をはか ることが,今 日,企 業
経営上の申枢的重要事項 と称 して も過言でないほ どで あ る。 しか も,す でに今
日の競 争が商品価 格についてお こな うこ とがむずか し く,そ れ以外の事項(例,
品質,性能,デ ザイン,ス タイル,色彩,サ ービスなど)で お こな うことを求 め られ
てい るため,そ こに種 々の販売方 策が必要 となって くる。広 く市場調査 をお こ
なって需要 を測定 し,こ れに もとついて適切な販売計画 をたて,ま た売上増進
のため有敷 な広 告,宣 伝をお こない,さ らに適当な販売価 格 や 売 買 条 件 を 定
め,販 売諸費用の低減 につ とめ ること な どは,合 理的な販売経営のための
当然 の要件 とされてい る。
ところで,本 来,商 品 の生産 をお こな うことを業 とす る大 メ ー カ ー に お い
て,そ の よ うな販売経営上の諸方策 を,一 々,適 切に実行 し,所 期 の効果 をあ
げてい くことが可能 か とい うに,事 実 は決 して容易にな され ることでない。 市
場調査に よる需要の測定 とい うこ と一 つを と りあげて も,そ の製品 が広 く末端
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の消費者 によつて購入 され,使 用,消 費 され るよ うな場 合,欲 求 され る品 質,
性能,形 状,色 彩,価 格,数 量な どが,い ったい,ど の よ うな もので あ るかを
詳 細に調査 し,正 確 な資料の もと,適 正 な販売割当をお こな うことは まことに
むずか しい。 その国や地方 に よって異 な る経済,産 業上 の事情,ま た気候,風
土 のよ うな 自然的 な事情,さ らに生活態度や慣習の よ うな社 会的な事情 を,メ
ー カー自身の手に よって詳細に調査 してい く乙 とは ,技 術的に困難が多いだ け
で な く,経 済的に も負担が大 きいので ある。 しか し,も しそれ らを事情 に精通
してい る地方 の申小商社 に担当 させ るとすれば,い わゆ る 「地の利」によ る経
り
営能力を充分に活用して,単 に市場調査にかぎ らず,広 く販売方策の実施を容
易,且,敷 果的にお こない得 るので ある。 かの 「代理商」が一般の商人に利用
せ られ,営 業の拡張に役立っているのは,実 にこのよ うな不便を除去 し,経 費
の節減に寄与してい るからにほかな らない。大 メーカーが地方の申小商社と結
合 するの も,こ のよ うに販売経営上の手足として活用することがで きるか らで
あって,「 代理店の繁栄な くしてメーカーの繁栄なし」一一 とい う言葉は,両
者の密接な関係をまことによ く言いあ らわしてい る。
また,上 述 したところは,販 売経営の合理化にあた り,「 配給 組織 の 合理
化」が基本的に重要なものであるとい うことか らみて,至 極,当 然のことと考
え られ る。それは,「 販売経営の合理化」といって も,結 局,配 給費 を低減
し,販売価格を適正に定め,も って企業利益を増大 させ ることであって,そ の
ため,販 売に関する経営活動を合理化し,能 率化 していかねばな らないが,こ
れ らは,製 品が最初の生産者の手をはなれて最後の消費者に達するまでの配給
組織を合理化す ることによって,一 層,よ く遂行され るか らである。個々の企
業内部で,い くら経営活動の合理化 とか能率化 とかいってみて も,企 業同志が
激 しい競争をする立場におかれ,し か も資金的に,技 術的 に弱 少で あ るか ぎ
り,それの可能な範囲は甚だ狭いのである。 換言すれば,販 売 経 営 の合理化
は,企 業内部において,上 述のような諸方策がとられ るほか,そ の外部におい
て企業相互間の合理化をはかることが必要であ り,そのため,1販売組織の系列
化」 のごときものが求められ るのである。この意味において,「販売組織の系
列化」は,メ ーカーの意志に もとづ き配給組織め計画化をはかっだ ものとい う
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ことがで きよ う。すで に今 日,わ が産 業界において,い わゆ る 「寡 占」の事象
が,相 当,現 われてい るが,こ れが増加 してい くにと もない,上 記 の よ うな 自
主的計画化 も多 くな るもの と思われ るので ある。
なお,「 販売組織の系列化」において,大 メーカーと申小商社 とが結 合す る
要因 には,種 々の ものがあ る。 その主 な ものをあげ ると下 の とお りで ある。
(1)取 引関係 に もとつ くもの
これは大 メーカーの製品 を,申 小商社 が販売す るとい うことに よって生ず る
ものであ る。 ●
の
(2)経 営関係に もとつ くもの
これは大 メーカーが,販 売経営に衡す る指導や援助を申小商社におこな うこ
とによって生ずるものである。
(3)融 資関係に もとつ くもの
これは大 メーカーが,運 転資金を中小商社に貸付 けた り,融資の斡旋,保 証
をした り,貸付金の返済を長期化す ることによって生ずるものである。
(4)資 本関係にもとつ くもの
これは大メーカーが資本金の全額 または相当額を出資 して,中 小商社に経営
者を派遣す ることによって生ずるものである。
したがって,中小商社が大 メーカーの系列内に入るといっても,両者の結合関
係は時々の事情によって異なる。 中小商社が製品 を販売す るだけ とい う単純な
取引関係のもの もあれば,ま た進んで教育訓練や販売指導,情 報提供などの経
営関係に及ぶもの もあ り,さ らに深入 りして融資関係のよ うに,相 当,緊 密な
ものもみられ る。 さらにまた,中 小商社をいわゆる 「子会社」 として系列商品
のみを取扱わせる場合などは,全 額出資,経 営者派遣 とい う資本関係によるも
のである。これらのいずれによるかは,メ ーカー側の生産状況,他 社製品 との
競争状態,市 場開拓の難易,申 小商社の資本力,販 売能力,経 営状態一 など
によるが,通 常は単純な取引関係から経営の指導,援 助へ とすすみ,さ らに融
資,出 資へ と及ぶものである。
最後に,系 列内に入った申小商社の申には 「代理店」 とよばれ るものが多い
ので,そ れの意義や在 り方について述べておこう。一般に代理店 はメーカーの
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委託 に よって製品 販売の代理 をお こない,売 上の業績 に応 じて報酬 を受 け るも
ので あ るが,今 日,そ の機能 は,メ ーカーの経営状態 に直結 して,そ れ を左右
す るほ どの重要性を もってい る。 その理由は,今 日の よ うに市場の販売競争 が
激 し くな ると,こ れ を切 り抜 け るためには,メ ー カー と商社 との緊密 な協 力 と
結合が必要 とな るか らで あ る。 もはや代理店 は メーカーと別個の経営でな く,
実に メーカーの販売部門の延長 として,そ の製品 の販売に あた るもので ある。
したがって,メ ー カー も,た だ代理 店に製品 を渡 してお けば よい とい うわけの
ものでな く,も ちろん代理店 にあって も,製 品 を受 けておればよい とい うよ う
な ものでない。 それ ゆえ両者 は従来 の よ うに支配従属の関係 に陥 るこ とな く,
それか とい って,メ ー カーは メーカー,代 理店 は代理店 一 …とい うよ うな対立
も,もとよ り許 されず,実 に両者が一体 となって市場 の開拓や販売増進に努 珍て
い くこ とが要請 され る。 ここに代理店 がみずか らの経営 を合理化 し,近 代 化せ
ねばな らぬ とい う 「今 日の在 り方 」が新 らし くみ とめ られ る。それは,代 理 店
が従来の商店 の姿か ら脱 して近代的な メー カーの販売系列に入った以上,そ れ
にふ さわ しい経営 をお こなわねばな らないか らであ る。 すでに今 日の商杜が規
模の大小 を問わず,科 学的,合 理的 な経営を求 め られてい るこ とは周知の とお
りで あるが,さ らに この よ うな意味 も加わって,い よい よ代理店 はそれ を実施
すべ き時期 に当面 してい るので あ る。 もちろん,今 日の代理店の中には,資 力
や経営能力の点 において,そ れ を一時 に実現 す ることの困難な もの も少 くない
か ら,こ こに メーカe・…もいわゆ る 「販売店援助 」(DealerHelps)に乗 りだ
し,そ の基礎の強化 や経営の指導,資 金面 の援助 な どをお こな うこ とが要望 さ
れ るので あ る。
皿 協同組織による系列化
今日,わ が国において,大 メーカーによる商社の系列化は,漸次,進展 してい
く傾向にあるが,す でにこれの顕著な ものが繊維,鉄 鋼,自 動車,電 気器具な
どの業界にみられる。 とくに後二者にあっては,そ の製品の配給組織が単純に
して、 最初の生産過程か ら最終需要者の手にいたる申間に商工業者の入 ること
少 く,直接,メ ーカーが一般の需要者や家庭を対象に広告,宣 伝を頻繁におこ
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ない,販 売 業者 の名称 を広 く示 してい るため,こ れ らの事実 を了知 してい る人
は少 くないで あろ う。 トヨタ自動車株式会社,日 産 自動車株式会社,い すず 自
動車株式会社 な どの メーカーは,全 国の各地方毎 に系統 内の販売会社 を もって
い るし,ま た電気器具 にあって も,松 下電器産業株式会社が,同 様,各 地方別
の販売会社 をつ くって月賦販売 をお こなわ しめてお り,ま た東京芝浦電気株式
会 社,株 式会社 日立製作所,三 菱電機株式会社 な ども,そ れぞれ販売会社 を も
って系列化 をはかってい る。
ところで,メ ー カーの製品 を販売す るものが,上 記販売会社 の よ うな規模,
性 格を もたず,古 くか ら一つの場所 において営業 して きた と こ ろ の い わ ゆ る
「中小企業」 で あるため,ま ず地方別の商業協 同組合をつ くって横の 組織 化を
はか り,こ れにメー カーが結 合 して経営上の指 導や資金上の援助 な どをしてい
く形態が,最 近,農 機具の業界 で とられてい る。 販売業者がほ とん ど申小規模
の経営 をしてい るため,経 営上,資 金上 その他に もってい る短所 や弱点を,協
同組合の結成 によって得 られ る近代化,組 織化 をもって補い,事 業経営 の安定
をはかってい こ うとい うのであ る。販売 業者(代 理店など)の 組織化 をはか るの
に協 同組合を もって し,そ れ を系列化 に利用 してい る点 は,た しかに注 目すべ
きもの と思 われ る。い ま,若 干 の資料に もとづ き,そ の大様 を述べ てみよ う。
一般 に農機具は ,農 業の機械化がすすみ,ま た豊作,増 収 な どによる農 家所
得 の上昇に ともない,需 要は増加 してい く傾 向にあ るが,こ のため,各 メーカ
ー とも,大 資本 を投下 して新 らしい製造設備をっ くり,農 機具の性能,型,使
用法 な どの改善工夫 につ とめ,増 産 をはか ってい る現状 で ある。・しかし,こ れ
が メーカーの間の競 争 を激化 させ てい るこ とはい うまで もな く,す でに今 日,
いかに して自社製品 の販路 を維持 し,拡 張 してい くか とい うこ とが,経 営上の
重 要課題 となってい る。 ところで,農 機具 については,農 家側 においていわゆ
る未充足欲望 を もってい るこ とが 多いため,こ れ をなん らかの方 法によって有
効需 要化 させ るこ とが甚だ大切 となって くる。それは,農 機具 といって も,耕
萩機 な ど1セ ッ トで20万円以上 もす るため,農 家が必要にせ まられてい くら欲
し くて も,.一時に代金 を支払 って購入す ることは決 して容易な ことでな く,こ
れの道が開 かれ ないか ぎ り,そ の購 入はいつまで も潜在化 し て い る か らで あ
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る。もちろん,販 売業者において農家への掛売に応 じてい くならば,問 題はよ
く解決す るのであるが,今 日の申小業者は自己資本に乏しく,他 からの借入れ
も容易でないため,到 底,自 力ではそれに応じ得ない実情 に あ る。 し たが っ
て,も しこれ ら販売業者の資金面になん らかの援助がおこなわれて,農 家への
轡売を可能ならしめるならば,そ れの売行を増大 させ ることは明らかなことと
いえる。 前述の中小商社の協同組合化は,な によ りもこのような資金問題の解
決を目指 してお こなわれたものである。すなわち,数 年前より大メーカーの間
にあっては,自 社の農機具を取扱 う販売業者に道府県別の 「商業協同組合」を
つ くらせてい るが,こ の協同組合がメーカーの保証によって 「商工組合申央金
庫」から長期の運転資金を借 り受け,業 者の金繰 ラにゆ とりをつけてから,農
家の求める月賦販売に応じ得 るよ うにしてい る。いわゆ る「割賦販売制度」の円
滑 な実施のため,こ のような協同組合金融を利用することは珍 らしいことでな
く,す でに都市の商店街商業者をもって組織す る 「商店街商業協同組合」の場
合に多くみられ るところであるが,こ の農機具販売業者の組 合金 融 に あ って
は,背 後に大資本のメーカーが存在 して保証などをしている点に特異性が認め
られ るのである。しかも,申 小業者は借入金 をもってメーカーから共同購入す
る場合の割引な どによる利益を うけられ るし,メ ーカーの方 も,種 々,経 営上
の指導をおこな うことがで き,製 品の販売増進上,う け る利益は大 きいのであ
る。
次に,こ れ ら 「商業協同組合」の組織,運 営に関する事項の うち,と くに本
稿 の所述に関連あると思われ る諸点を,北 海道に支店をもっ某大メーカーの系
列協同組合の定款によって,簡 単に記してお こう。
1名 称 ・
北海道○○○農機具商業協同組合..
2目 的.
組合員の相互扶助の精神にもとづ き,組 合員のために必要な共同事業を行
い,も って組合員の自主的な経済活動を促進 し,且,そ の経済的地位の向
上 をはか ること。
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3事 務 所
札幌市(具体的な場所は北海道支店内)。
4事 業
(1)○ ○○発動機,○ ○○耕萩機の共同仕入並に共同販売 及 び共 同運
送,共 同保管。
(2)組 合員に対する事業資金の貸付(手 形割引を含む)及 び組合員のた
めにするその借入。
(3)組 合員の事業に関して行 う宣伝,修 理,サ ービス等の共同施設及び
その運営。
(4)組 合員のためにする販売価格の調整,そ の他組合員の事業に関する
協定。
(5)組 合員の経済的地位の向上のためにす る団体協約の締結。
(6)商 工組合申央金庫その他別に定める金融機関に対する組合員の債務
の保証 またはこれ らの金融機関の委任を うけて行 う組合員 に対す るその債
権の取立。
(7)組 合員の事業に関す る経営及び技術の改善向上,ま たは組台員事業
に関する知識の普及 をはかるための教育及び情報の提供。
(8)組 合員の福利厚生に関する事業。
5組 合 員
○○○発動機 または○○○耕転機の販売,修 理,サ ービスなどを主 として
行 う小規模の事業者で,北 海道内に事業場を有す るもの6
6加 入 と脱退
組合員たる資格を有する者は,本 組合の承諾を得て組合に加入す ることが
で きる。加入の申込があったときは,理 事会においてその諾否を決する。
加 入の承諾を うけたものは出資金の払込みをし,加 入金 を納付す る。
組合員はあらかじめ通知した上で,事 業年度の終 りにおいて脱退す ること
ができる。
7使 用料,手 数料
本組合はその行 う事業につ き,使 用料または手数料を徴収す ることがで き
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る。その額は,規 定で定める額 を限度 として,理 事会で きめる。
8経 費の賦課
本組合は組合員に経費を分担 させ ることがで きる。その額,徴 収の時期,
方法その他必要な事項は総会で きめる。
9出 資
1口の金額 を1万 円とし,一 時に払込む。
組合員が事業を休止 しtcとき,事業の1部 を廃止 したとき,そ の他 とくに
やむを得ない事由があるときは,事 業年度の終 りにおいて,出 資口数の減
少 を請求す ることがで きる。これの諾否は理事会で きめられ る。
10役.員
理 事(任 期3年)5人
監 事(任 期2年)2人
理事の中か ら理事長,専 務理事,常 務理事 を,理 事会 に お い て選任す
る。
理事,監 事の選挙 は,総 会 において行 う。
11顧 問
学識経験者に顧問 または相談役 を委嘱す る(実際はメーカー本社の関係部長,
北海道支店長,関係課長などがえらばれている)。
12総 会 と理事会
総会に通常総会 と臨時総会 とがあって理事長が招集すること,総会,理 事
会の議決事項が法定 されていること,理 事会の書面決議があることなど,
通常の協同組合 とほ とんど変 りはない。
13剰 余 金
1事業年度における総益金か ら総損金及び繰越損益金を加減 したものを剰
余金 とし,こ れの配当は,総 会の議決を経て,年1割 の範囲内において,
事業年度末毎における組合員の出資額に応じて行 う。次いで,な お,剰 余
金があるときは,組 合員がその事業年度において組合の事業を利用した分
量に応 じて行 う。
(注)名 称の箇所などで○○○とあるのは,メーカーの固有名の表示を避けるた
めにしたものである。
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さて,以 上の よ うに,申 小規模の販売業者が商 業協同組合 をつ くって横 の組
織化 をはか り,こ れに メー カーが結合 して 「系列化」の形 態 を 整 え た と して
も,実 際上,そ れ らが適切に運営せ られて所期 の 目的 を達成 してい るとは保 し
難 く,事 実,協 同組合はつ くられ たが,事 業面の活動はほ とん どお こなわれ て
い ない もの もみ られ るので あ る。し・か し,こ れは一部 の組合の運営上 の問題に
属 す ることで あって,系 列化の傾向を否定 してい るよ うな ものでない。現在,
有名な各メーカーの系列内に あ る10の商業協 同組合 に対 し,商 工組合申央金庫
か ら,1力 年,約12億 円の融資がな されてい るとい う事実 は,よ くそれ を証す
るもの とい えよ う。 もちろん,こ の よ うな 「系列化」がお こなわれたか らとい
って,農 機具販売 に関連す る 「中 小企業問題」 のすべ てが解決す るとい うわけ
で はない。その理 由は,系 列内に入 って組合員 となった販売業者 は,た しかに
経営 を改善 してその安定化 をはか り,以 前 に まさる業績向上 をみ るこ とがあ る
として も,そ れの外部で孤立化 してい る中小企業者に あって は,経 営の困 窮化
が必至の こ とであ るか らで ある。 しか し,こ の よ うな事態蝕,協 同組合の設 け
られた業界において,ほ とん ど共通 してみ られ るこ とで あって,他 面 におけ る
「中小企業問題」 の根本的な解決の はか られないか ぎ り,多 少 とも生起 す るも
の といわねば な らないので あ る。
附 記 一一
今日、わが国における企業系列化の実情を産業別に詳しく調査したものに、小林義
雄教授編 『企業系列の実態』(昭和33年6月刊)が ある。またこれに先行すろものに
藤田敬三教授の諸論文がある。さらに公正取引委員会や中小企業庁などの関係方面か
らも有益な調査資料が出されている。本小稿の執筆にあたり、以上の著書、論文、資
料か ら教示をうけたことが少 くない。なお、農機具業界の実情については、札幌市に
支店をもつ本州大メーカーの関係者の方々から資料の提供など、お世話になつた。と
もに記して謝意を表する次第である。
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